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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 
法人税に関する新ガイダンス  

2014 年 6 月 18 日、ベトナム財務省は、法人税法

（2008 年 6 月 3 日付）および改正法人税法（2013
年 6 月 19 日付）の実施詳細ガイダンスを規定する

Decree No. 218/2013/ND-CP（2013 年 12 月 26
日 付 ） の 実 施 ガ イ ダ ン ス を 定 め る Circular 
No.78/2014/TT-BTC（以下「Circular 78」）を発表し

た。Circular 78は 2014年 8月 2日に発効し、2014
年以降の課税年度に適用される。 

Circular 78 は、法人税法および改正法人税法なら

びに Decree においてすでに発表された修正に加え、

課税所得の算定、控除費用、その他優遇措置の適

用可否の判定に関するより詳細なガイダンスおよび

新ガイダンスを規定するものである。 

Circular 78 における主要点および変更点は以下の

とおりである： 

(1) 課税所得 

不動産、投資プロジェクト、投資プロジェクト出資権

および鉱物の探査権・採掘権・加工権の譲渡から生

じる所得は別々に計上しなくてはならず、標準税率

で課税される。これらの活動から発生した損失

（2013 年度以前の損失で繰越しが認められている

ものを含む）は 2014 年以降の事業所得との相殺が

認められる。 

(2) 控除可能な費用 

1) 現金払い以外の支払に係る証憑 

Circular 78 は、2,000 万ベトナムドン以上の物品お

よびサービスについて現金払い以外の証憑を認め

る場合の条件を規定している。2,000 万ベトナムドン

以上の支払を計上後、実際の支払を現金で支払っ

た場合、企業は、当該支払を行った課税年度の費

用（損金）を調整しなければならない。ただし、当該

調整が必要となるのは、Circular 78 の発効日以降

に発生する支払のみである。 

2) 原材料の使用率 

原材料（主要な原料を含む）の使用率基準の登録

は不要となる。したがって、企業は、年初または生

産サイクルの初期段階において、自身で使用率を

設定および管理することのみが求められることとな

る。 

3) 未払給与引当金 

未払給与引当金は年度末から 6 カ月以内に使用さ

れなければならない（Circular 123/2012/TT-BTC で

は 12 カ月以内と規定）。  

4) カジノおよびゲームセンター事業に関する費

用 

広告、販売促進、接待、マーケティング等に関する

費用の 15％の控除上限額の算定に、カジノおよび
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ゲームセンター事業に関する給与は含まれない。ま

た、これらの事業の役員の家賃費用は売上の 4％
を上限とする。 

5) 投資段階における支払利子と受取利子の相

殺 

投資段階に固定資産を建築中の場合で、支払利子

および受取利子の両方が発生する場合は、それら

を相殺することができる。相殺しきれない支払利子

は投資費用から差し引くことができる。 

(3) 法人税率 

法人税標準税率は、2014 年 1 月 1 日から 22％に

引き下げられ、2016 年 1 月 1 日以降はさらに 20％
に引き下げられる。事業年度が暦年ではない企業

は、課税所得を新税率の対象となる暦年に配賦し

て税額を算定しなければならない。 

(4) 法人税優遇措置 

1) 新規投資プロジェクト 

Circular 78 には、法人税優遇措置の対象となる新

規投資プロジェクトとみなされるプロジェクトが規定

されている。したがって、Decree 218/ND-CP の
Article 15 および Article 16 に基づいて新規投資プ

ロジェクトとみなされた投資プロジェクトは、2014 年

1月1日以降に新たに投資証明書の付与を受けなく

てはならず、当該証明書の発行日以降に収益の計

上を行う。 

2014年 1月 1日より前に投資許可証または投資証

明書が発行されているが、まだ投資段階にあり、活

動も開始されておらず、収益も生じていない、2014
年 1 月 1 日以降に修正投資許可証または修正投資

証明書が付与されるプロジェクトは、新規投資プロ

ジェクトとみなされる。 

2) 事業拡大プロジェクト 

Circular 78に基づき、2013課税年度末時点で法人

税優遇措置を受けている投資プロジェクトは以下の

いずれかを選択することができる： 

a) 引き続き現行の優遇措置を受ける 
b) Decree 218 の条件を充足する場合、残りの

期間についてDecree 218の規定に基づく優遇

措置を受ける 

Circular 78 に基づき、事業拡大プロジェクトが優遇

措置の適用を受けるためには、当該プロジェクトが

2008 年 12 月 31 日以前に開始され、2009 年まで

に生産を開始していなければならない。 

2014 年 1 月 1 日以前の事業拡大プロジェクトで、

活動の開始および収益の発生が 2014 年 1 月 1 日

以降のものは、Decree 218 に定める優遇業種また

は優遇地域に該当する場合、Circular 78 に定める

法人税優遇措置の適用を受けることができる。 
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